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つい一昔前迄は、自分は社会の中流階層に属している、即ち、日本は相対的に貧富の差の少ない

社会だと考える人が大多数を占める一億総中流意識が支配的だった。特に 1960 年代の高度経済成長

以降の目覚しい発展の中で、成長の恩恵（パイ）が、大企業のみならず中小企業にも、企業経営者

のみならず給与の大幅アップを通じて労働者にも、中央政府から地方政府への交付税や補助金の交

付（再配分機能）を通じて地方にも及び、豊かさを誰もが実感できた時代であった。 

その後、1990 年代初頭のバブル崩壊とその後の失われた 10 年を経て 21 世紀に入り、金融機関の

不良債権の思い切った処置と構造改革により、経済は、ようやく極端なデフレ状況から脱却し、成

長路線をたどるようになったが、最早バブル以前の状況とは程遠く、その改革の過程で格差が急速

に拡大した。この間の格差に関連する事項を整理すると次のようになる。 

ⅰ経済成長によりパイは得られるようになったが、成長率は低く、全体を裨益するには不十分 

ⅱグローバル化の進展により、米欧、BRICs 諸国等との競争が激化し、国も企業も競争力向上に

直結する各般の措置の実施を迫られ、 

ア税の累進度の緩和（法人税の基本税率 42％→30％、所得税の最高税率 75％→37％） 

イ企業は労働コスト低減のため、賃金水準を抑制し、雇用形態についても賃金の低い非正規労

働者（パート、雇用期限付き労働者、派遣労働者、フリーター）を大幅に拡大 

ウ企業は得られた利益を、設備投資、株主配当等資本の厚みに優先して振り向ける 

ⅲ高コスト体質となっている国内産業の体質強化のための大幅な規制緩和の実施 

ⅳ国も地方も危機的状況にある財政の建て直しに直面し、歳出の大幅カットを迫られ、 

ア人口の高齢化に伴う社会保障費の増大を抑制するため、福祉費用の国民への負担転化 

イ国から地方政府への公共事業を中心とした交付税、補助金の大幅削減 

こうした一連の措置が短期間に急激に採られた結果、所得格差、地域格差、貧困者の増加等の格

差問題を一挙に顕在化させ、ジニ係数の国際比較を見ても、日本は先進国の中でかなり不平等度の

高い国となっている。 

こうした深刻な実態を目の当たりにして、最近、ⅱのイに関連して、最低賃金や正社員並みパー

トの賃金引き上げ等従業員の給料や待遇の改善、正社員化、ⅳのアに関連して、高齢低中所得者の

医療費負担増、障害者の負担増、母子家庭の手当て減のそれぞれ回避等社会的弱者への配慮、ⅳの

イに関連して、公共事業依存とは違った形での地方活性化策の検討等が始まっている。厳しい国際

競争下で今後とも国として活力を維持していくため、構造改革を着実に実施していくことが必要で

あることを前提として、こうした格差是正への取組みは評価できる。 

何故なら、格差問題は、単なる経済事象ではなく、徹底した自由競争の下での大きな格差を容認

する米英型の国づくりを目指すのか、市場原理と競争を受け入れつつも、社会の公平性にも配慮し

た北欧・欧州型の国づくりを目指すのかに繋がる問題と考えられるからである。 
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米サブプライム問題の見極めもあり、年内の利上げは困難 

～国内景気・物価情勢は緩やかながら改善が続くと予想～ 

南 武志 

10月 12月 3月 6月 9月
（実績） （予想） （予想） （予想） （予想）

無担保ｺｰﾙﾚｰﾄ翌日物 (%) 0.499 0.50 0.75 0.75 1.00
TIBORユーロ円（3M） (%) 0.843 0.80～0.95 0.85～1.10 0.95～1.15 1.10～1.30
短期プライムレート (%) 1.875 1.875 1.875 2.125 2.125
新発10年国債利回り (%) 1.565 1.50～1.80 1.70～2.00 1.80～2.10 1.85～2.15

対ドル (円/ドル) 114.3 110～120 107～117 105～115 105～115
対ﾕｰﾛ (円/ﾕｰﾛ) 162.6 155～165 153～163 150～160 150～160

日経平均株価 (円) 16,358 17,250±1,000 17,750±1,000 18,250±1,000 18,250±1,000

（資料）NEEDS-FinancialQuestデータベース、Bloombergより農中総研作成
（注）無担保ｺｰﾙﾚｰﾄ翌日物は誘導水準。実績は2007年10月24日時点。

図表1．金利・為替・株価の予想水準
2008年

為替レート
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　　　　　項　　目

2007年

 

国内景気：現状・展望 
2007 年に入ってからの国内景気は、企業

部門を中心にやや足踏みする状況が続いて

いたが、夏場にかけてそこから脱却する動

きが見られ始めている。8 月の貿易関連や

生産関連の統計には、7 月の中越沖地震に

伴って一時的にストップした自動車生産が

後ズレした影響が強く出ているが、こうし

た要因を除いても両指標には改善の動きが

見られている。輸出数量の増勢の強まりを

受けて、8 月の鉱工業生産は過去最高（従

来は 06 年 12 月）を 8 ヶ月ぶりに更新して

いる（図表 2）。 

また、10 月 1 日に発表された「日銀短観

9 月調査」からも、代表的な大企業製造業

の業況判断DIが23（6月調査時と変わらず）

と、企業経営者の景況感は良好な状態が保

たれていることが確認できた。更に、夏場

以降に米サブプライム問題が表面化したな

かで、07 年度の設備投資計画調査も概ね上

方修正されるなど、設備投資意欲も引き続

き底堅いといえるだろう。 

07 年前半は停滞気味であった輸出、鉱工業生産などに改善の兆しが窺えるほか、日銀

短観9月調査でも企業の景況感は高い水準が保たれ、設備投資意欲も引き続き底堅いこ

とが確認できた。ただし、先行きは、米サブプライム問題に伴う世界経済の減速懸念が残

っていることもあり、日本経済の再加速が順調に進展することは見込めず、景気回復感を

あまり伴わずに推移する可能性が高い。一方、物価面では食料品、エネルギーを中心に

値上げの動きが強まっており、年末に向けて前年比プラスに転じると見られるが、マクロ的

な需給改善テンポは鈍く、インフレ率が加速的に高まる可能性は低いだろう。 

日銀による利上げについては、世界的な金融市場混乱の沈静化に加え、米サブプライ

ム問題が実体経済に与える悪影響は限定的であることを確認する必要があり、08 年以降

にずれ込むものと思われる。 

情勢判断 
国内経済金融 

要旨 
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ただし、大企業非製造業や

中堅・中小企業の景況感は悪

化するなど、企業規模や業態

の違いによる温度差が再び

乖離し始めていることにも

注意しておく必要がある。民

間消費を中心とした国内需

要の拡大テンポに依然とし

て加速する兆しが見えない

ことが主因と見られる。 

また、米サブプライム問題

が燻り続けるなか、輸出の裏づけとなる世

界経済の先行きに懸念が残っており、その

輸出に停滞感が強まってくれば、改善の兆

しが見えてきた国内景気も再び足踏みして

しまう可能性も高い。最近では、発展著し

い中国など東アジア経済の自律性が強まっ

ているとはいえ、世界経済全体の約 3 割を

占める米国経済動向は無視できない。なお、

焦点の米サブプライム問題については、引

き続き、各国中央銀行がインフレ懸念に留

意しながらも景気に配慮する姿勢を続けて

いることもあり、今後も対応さえ誤らなけ

れば実体経済への影響度は限定的なものに

留まると想定している。 

以上を踏まえれば、日本経済は世界経済

減速懸念を抱えつつも、緩やかなペースで

拡大するものと予想するが、景気回復感は

なかなか伴ってこないだろう。 

一方、物価面では、消費者物価（全国、

生鮮食品を除く総合、以下コア CPI）が 7

ヶ月連続で前年比下落となっている。ガソ

リンなど石油製品、航空運賃、外国パック

旅行のほか、食料品や外食サービス、タク

シー料金などが既に値上げされているもの

の、前述の通り、マクロ的な需給改善ペー

スの鈍さからベース部分の「食料（酒類を

除く）・エネルギーを除く総合」が下落状態

を続けるなど、デフレ脱却は未だに実現で

きていない。 

なお、先行きについては、食料品の値上

げ継続や国際原油市況の高騰を受けたガソ

リンなどエネルギー価格上昇が予想される

ことから、11 月分以降、コア CPI 上昇率は

再び水面上に浮上する可能性が高い。しか

し、携帯電話通話料やデジタル家電など耐

久消費財での物価押し下げ圧力が根強く、

マクロ的な需給環境の大幅な改善も見込め

ないことから、インフレ率が高まっていく

姿を見通すことは依然困難な状況である。 

 

金融政策の動向・見通し 

日本銀行は、米サブプライム問題に伴う

世界経済の先行き不透明感を認識しつつも、

日本経済の成長シナリオ自体は崩れていな

いとの見方を表明し続けている。こうした

ことから、一旦は利上げ観測も大きく後退

したが、9月下旬から 10 月中旬にかけては

再び利上げを意識する動きが見られた。 

しかし、米地区連銀経済報告（ベージュ

ブック）では成長減速が報告されたほか、

震源の米住宅市場では調整が進行中である

図表2．足踏みしていた景気情勢に改善の兆しも
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こともあり、最近、再

び実体経済への悪影響

を懸念する向きが強ま

っている。10 月 19 日に

開催された先進 7 カ国

財務大臣・中央銀行総

裁会議（G7）で採択さ

れた共同声明では、世

界経済のファンダメン

タルズは引き続き堅調

としつつも、米サブプライム問題をめぐる

市場の混乱が世界経済の下振れリスクにな

っているとするなど、前回 4 月に示された

世界経済に対する楽観的な認識を修正して

いる。なお、欧米中央銀行は景気配慮型の

政策運営へと舵を切ったものの、有効策が

打ち出されているとはいえないこともあり、

日銀にとっても利上げのハードルは高くな

ったようにも思われる。 

なお、利上げの条件としては、①国内経

済・物価情勢が明確に改善し、先行きもそ

れが続くという蓋然性が強い状況である、

②世界的な金融市場の混乱が沈静化する、

③米サブプライム問題が米個人消費などへ

与える悪影響が限定的であることが確認で

きる、などが必要であろう。10 月末に公表

が予定される「展望レポート」では、上記

の点についての政策委員の見解がまとめら

れ、第 3 次利上げに向けての仕切り直しが

行われることになるはずである。 

米サブプライム問題の震源である住宅市

場の調整と金融市場の不安定な状態は少な

くとも 08 年初頭まで続く可能性があり、そ

れらの収束を確認するまでは利上げ判断は

見送られる可能性が高い。次回利上げ時期

は 08 年 1～3 月期まで後ズレするものと予

想する。 

 

市場動向：現状・見通し・注目点 

①債券市場 

9 月上旬には一時 1.500％まで低下した

長期金利（新発 10 年国債利回り）であるが、

その後は堅調な株価に牽引される格好で上

昇に転じ、10 月 9 日には一時 1.745％とな

る場面も見られるなど、1.7％絡みの相場展

開が定着したかに見られた。この背景には、

米追加利下げを期待した株価上昇、米サブ

プライム問題に対する楽観論などがあった

ように思われる。しかし、10 月下旬にかけ

ては再び世界経済の減速懸念が強まり、長

期金利は再び 1.5％台に低下するなど、や

やボラタイルな展開となっている。 

追加利上げの見通しはなかなか立たない

ものの、前節で触れたように、日銀が追加

利上げを模索しているのは間違いなく、そ

ういう面では、1.6％前後の長期金利は水準

として低すぎる面があるのは否めない。と

はいえ、今しばらくは利上げの条件が整わ

ないことから、変動を伴いながらも総じて

低水準の金利環境が続くものと思われるが、

08年に入ればどこかのタイミングで追加利

上げの可能性を織り込み、長期金利が上昇

図表3．株価・長期金利の推移
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（資料）NEEDS FinancialQuestデータベースより農中総研作成
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し始めることは必至であろう。 

 

②株式市場 

8 月中旬には米サブプライム問題の表面

化に伴い、一時 15,000 円台前半まで下落し

た日本株（日経平均株価）であるが、その

後は米国政府の政策対応や各国中央銀行の

景気配慮スタンスへの移行したことなどを

好感し、米サブプライム問題に対する楽観

論も浮上する場面もあった。そのため、10

月中旬にかけて世界的に株価が大きく上昇、

日本株もやや出遅れ感は否めないが、これ

に牽引される格好で持ち直す場面も見られ

た。しかし、10 月下旬にかけては再び悲観

論が台頭して世界的に株価が下落し、更に

は再び円高が進展したこともあり、日本株

も調整している。 

ただし、上述の通り、「緩やかながらも企

業部門主導での景気回復局面が継続する」

との景気シナリオに立てば、為替レート水

準が大幅に円高に振れることがない限り、

07年度の企業業績が過去最高を更新する可

能性は決して低くはない。今後の業績見通

しの上方修正期待などから、株価は徐々に

持ち直す動きが強まるだろう。 

 

③為替市場 

8 月中旬にかけて急騰

した日本円であるが、そ

の後は「金融市場の混乱」

が更に悪化するという事

態は回避できたこともあ

り、一時「米サブプライ

ム問題は峠を越えた」と

の観測も浮上するなど、

株価の戻りに歩調を合わ

せて再び円安方向に向かう動きも見られた。

しかし、米金融機関の四半期決算での損失

額が予想対比大きかったことや米住宅市場

の調整が続いていることなどもあり、足許

では再び円高に向かう動きが強まった。 

なお、為替市場では相変わらず「金利格

差」要因が支配的であり、各国の金融政策

の現状および先行きの方向性に対する思惑

が為替レート変動の主役と見られる。以下、

日米欧の今後の金融政策動向を見ていくと、

米国ではインフレ懸念が残るものの、景気

減速懸念も根強く、市場では追加利下げを

視野に入れている。日本では、日銀は相変

わらず追加利上げ意欲があるが、市場は当

面は困難との見方を強めている。欧州中央

銀行（ECB）も利上げの意思を示しつつも、

米サブプライム問題によって今しばらく利

上げは困難と受け止められている。 

以上を考慮すれば、対米ドル・レートは

日米金利差が縮小する可能性を織り込みな

がら、徐々に円高方向にシフトしていくと

予想する。一方、対ユーロでも、ECB によ

る追加利上げの可能性を見極めつつも、

徐々に円が強含んでいくものと思われる。 

（2007.10.25 現在) 

図表4．為替市場の動向
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ＦＲＢは景気と市場のサポートのため利下げ継続すると予想 

渡部  喜智

深 ま る 住 宅 市 場 の 調 整 

10 月になって発表された住宅関連の経済指

標は、住宅市場の調整の程度と長さへの見方を

一段と悲観的にさせるものであった。 

9 月の住宅着工件数は 119.1 万戸に減少し 14

年半ぶりの低水準となった。民間住宅投資の動

向を示す代表的指標である住宅着工件数は、06

年の181万戸から07年上半期には146万戸へ大

幅減少したが、9 月は一段の落ち込みが鮮明に

なった。先行指標となる住宅建築許可件数も 8

月の 130.7 万戸から 9月は 122.6 万戸へ減少し

た。住宅建設業者に対し景況感を聞く「NAHB 全

米住宅市場指数（全体指数）」は、8月に調査以

来の最低水準（91 年 1 月：20）に並んだ後、9

月には 18 に悪化した。住宅投資と新築住宅販売

の低迷が当面継続するのは濃厚だ。 

2000 年から 06 年の米国の住宅販売件数（年

率）平均は、中古：609 万戸、新築：105 万戸で

あったが、8月は中古：525万戸(9月 504万戸)、

新築：79.5 万戸まで取引規模が縮小して来てい

る（図１）。Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格指数

は 06 年 6 月をピークに頭打ちとなり、今年 1

月からは前年比マイナス幅が拡がっているが、

今後延滞物件の売却処分が進むなかで、住宅価

格への下落圧力が一層かかることが予想される。 

現状でも在庫水準は新築、中古ともに極めて

高いが、住宅の先安感から買いが手控えられ、

さらに住宅市場が低迷する悪循環も懸念される。

住宅建築や住宅販売の底打ち感が出てくるのが

08 年の半ばにずれ込む可能性もあろう。 
 

サ ブ プ ラ イ ム 問 題 の 深 み 

9 月 18 日に政策金利であるフェデラル・ファ

ンドレート（以下ＦＦレート）が 0.5％引き下

げられたことにより、金融市場には一旦安心感

が生じたが、それも極めて短期間で終わった。 

たとえば、サブプライム・ローン担保証券

（MBS）のリスクヘッジのために使われる信用デ

リバティブ（CDS）指数である ABX．HE 指数は 9

9 月 18 日の 0.5％の利下げによる金融市場の安心感は一時的なものにとどまり、サブ

プライム関連の証券化商品や信用リスクへの懸念は依然強い。また、住宅市場の調整

は一段と深く時間を要する様相を呈しており、他の経済活動へ悪影響が拡がるリスクが

ある。インフレ・リスクは残るものの、金融市場を安定化させ景気失速を予防する観点から、ＦＲＢ

は利下げを継続的に行うと予想する。 

情勢判断  

海外経済金融  

要  旨  

図２　サブプライム・ローンの信用リスク指標
：ＡＢＸ指数の動向
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図１　米国の一戸建て住宅販売件数
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月 18 日に小幅上昇したが、再び緩やかに低下を

たどり、10 月 15 日週は急落状態となった。Ｂ

ＢＢなどの低格付けだけでなく、格付けの高い

Ａ格以上でも下落が進んだ（図 2）。 

資産担保証券を積極運用し収益を上げる一種

のファンドであるストラクチャード・インベス

トメント・ビークル（ＳＩＶ）はアセットバッ

クＣＰ（ＡＢＣＰ）を重要な調達手段としてい

るが、サブプライム・ローンを組み入れたＭＢ

Ｓや債務担保証券(ＣＤＯ)などの運用資産の値

下がりに伴い、場合によってはファンド解散と

なる懸念も市場に喧伝されてＡＢＣＰ市場は機

能不全状態に陥っている。ＦＲＢによれば、Ａ

ＢＣＰ発行残高は 8 週連続で減少しピークに比

べ 34 兆円減少した。10 月 15 日に米大手金融機

関からＳＩＶの資金繰り救済のため対策基金設

立の計画が明らかになったが、足並みが揃って

おらず、予断を許さない状況だ。 

また、このＡＢＣＰ発行機能の低下を受け一

般企業の信用スプレッドも急拡大した。北米・

投資適格企業 125 社から構成されるＣＤＸ北米

投資適格指数・シリーズ 8（シニア債 7 年物：

破綻リスク境界 10～15％）のＣＤＳスプレッド

は 40ｂｐ台前半から 60～70ｂｐ台に上昇した。 

このように信用リスクへの懸念はサブプライ

ム・ローン関連の証券化商品だけでなく証券化

商品市場全体に広がるともに、企業の資金調達

コストを押し上げるなど様々な悪影響を表面化

させつつある。 
 

景 気 リ ス ク を 重 視 し 利 下 げ 継 続 へ 

９月の雇用統計では非農業部門雇用者数が前

月比 11 万人の増加となるとともに、7、8 月分

も大幅上方修正されて、雇用悪化の恐れは後退

したかのように見える。確かに新興国経済の成

長スピードは落ちておらず、輸出や海外収益を

通じて企業の収益や設備投資が支えられる構図

に目立った変調は現れていない。 

しかし、民間サービス部門の雇用増加の低

下も見られ、雇用環境が下向きになっている

ことは間違いない。サブプライム問題に伴う

住宅市場の調整の雇用など実体経済への悪影

響が表面化するとすれば、これからである。 

また、米国の代表的企業 500 社からなるＳ＆

Ｐ500指数の7～9月期の純利益（株式加重平均）

は 10 月 24 日時点では前年比横ばいであり、今

後の発表によっては減益となるも可能性もささ

やかれる。サブプライム問題の直撃を受けた金

融セクターに加え、小売や消費耐久財どの消費

セクターの減益が前述の伸び悩みの主因である

が、その他のセクターの増益ペースにも鈍化傾

向が見られることには要注意である。 

以上のように、米国の経済・金融をめぐる状

況には警戒すべき要素が増している。クリスマ

ス商戦が良ければ景気不透明感が和らぐかもし

れないが、景気の下降リスクに前倒しで対応す

ることが必要だろう。 

ＦＦレート先物の利回りに示される金融市場

参加者の期待としては、10 月 31 日から来年 1

月までの3回のＦＯＭＣで各0.25％ずつの利下

げが織り込まれている(図 3)。 

ＣＲＢ先物商品指数が年初来高値水準にある

などインフレ懸念は残るが、ＦＲＢが重視する

食料品とエネルギーを除く個人消費支出（ＰＣ

Ｅ）コア・デフレーターは落ち着いている。景

気下降のもと国内インフレ圧力は小さいと見て

よいだろう。金融市場の動向も注視しながら、

金融市場の安定化と景気失速を予防する観点か

ら当面、ＦＲＢは継続的に利下げを行っていく

と予想する。     （07.10.24） 

　図3　　FFレート先物利回り曲線の動向
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（資料）Bloombergデータより農中総研作成 （限月）

現行誘導水準
:4.75%

当面のFOMC開催予定日

　　07年 10月31日
　　　　 　12月11日

　　08年 1月29-30日

　　　　　 3月18日

金融市場11月号

7 / 22

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます 農林中金総合研究所



 
原油市況 
原油市況（WTI 期近、終値）は、9月に OPEC が増産を決定したものの、ドル安回避の代替投資

マネーの流入や米ガソリン在庫が 2年ぶりの低水準に減少したことなどから 80 ㌦の大台に乗せ

た。さらにトルコとイラクの国境で緊張が高まり、先行き供給懸念観測が強まったことから、10

月 18 日には史上最高値となる 89.47 ㌦を付けた。当面は世界景気の先行きを見定める動きとな

ろうが、OPEC による高値維持スタンスのほか、新興国の高成長による原油需要増加（国際エネ

ルギー機関は 08 年の世界需要を 2.4％増予測）を背景に、原油価格の高止まりが予想される。 

 

米国経済 
米国の 07年 4～6月期の実質 GDP 成長率（確報値）は前期比年率+3.8％と、4年ぶりの低水準

となった 1～3 月期の同＋0.6％から持ち直した。しかし、雇用者数の伸びが鈍化しているほか、

住宅着工・販売も減少が続いており、景気減速の兆しが見られる。ただし、消費は緩やかに増加

し、設備投資も増加、インフレ圧力は緩和傾向を示している。07年 10 月調査によれば、米国エ

コノミストは 07 年末に 2％を下回るものの、08 年にかけて緩やかに成長が持続すると見込んで

いる。一方、米政策金利（FF 金利）は景気悪化を招く恐れがあるとの判断から 9月 18 日に 0.5％

引き下げられ 4.75％となった。米長期金利は利下げにより景況悪化懸念が後退し上昇したが、

直近ではサブプライム問題への懸念再燃などから 4.4％台前半と小幅低下して推移している。 

 
国内経済 
わが国の 07 年 4～6月期の実質 GDP 成長率（第 2次速報）は前期比▲0.3％（同年率▲1.2％）

と第 1次速報の同＋0.1％ （同年率＋0.5％）から下方修正された。しかし、11月中旬に発表さ

れる 7～9 月期の成長率はプラスに転換するとの見方が多い。一方、8 月の鉱工業生産は前月比

+3.5％と、2ヶ月ぶりに上昇。新潟県中越沖地震の影響で落ち込んだ輸送機械工業（自動車）が

反動増となったほか、電子部品・デバイス工業、一般機械工業等なども上昇した。設備投資の先

行指標となる機械受注（船舶・電力を除く民需）の 8月は前月比▲7.7％と、前月の大幅増（同

+17.0％）の反動から 2ヶ月ぶりに減少したが、7～9月期は前期比+3.7％の見通し。 

 
金利・株価・為替 
外為市場では、9月下旬にユーロ・ドル相場でユーロ史上初となる 1ユーロ＝1.42 ドル台に乗

せるなど、ユーロ独歩高の様相を呈している。ドル円相場は 10 月初旬に 1 ドル＝117 円台とな

った後、直近では 114 円台の円高方向で推移。一方、日本の長期金利の目安である新発 10 年国

債利回りは 10 月上旬に 1.7％台となったが、日銀の追加利上げ時期が不透明ななか 1.5％台に再

低下。日経平均株価は、米国利下げ後の米株高等を背景に 1万 7,400 円台まで反発した後、最近

は景気や企業業績に対する先行き警戒感等から 1万 6,000 円台半ばに下落して推移している。 
 
政府・日銀の景況判断 
政府は 10 月の「月例経済報告」で景気判断を「一部に弱さがみられるものの、回復している」

と 6ヶ月連続で据え置き。日銀は 10 月の景況判断を「緩やかに拡大」と判断を 15 ヶ月連続で据

え置き。消費者物価（前年比）については「ゼロ％近傍で推移している」が、より長い目で見れ

ば「プラス基調を続けていく」との見方を維持。日銀はサブプライムローン問題の米景気への影

響などを見極めるべきとして、10 月も利上げを見送った。（07.10.24 現在）

今月の情勢 ～経済・金融の動向～ 
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（詳しくは、ホームページ-トピックス-〔今月の経済・金融情勢〕http://www.nochuri.co.jpへ） 

内外の経済金融データ 

機械受注(船舶・電力除く民需）の推移
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北海道労働金庫の多重債務問題への対応 

古江 晋也 

 

はじめに 

労働金庫は、1950年に兵庫県と岡山県で
誕生して以来、55年までに沖縄を除いた全
国に設立された（沖縄県労働金庫は 66年に
設立）。当時、勤労者に対する融資には、慎

重な姿勢を示す金融機関が多く、消費者金

融等から生活資金の借入を行う者も少なく

なかった。こうしたなか、労働金庫は「高

利貸しからの開放」を経営理念とし、勤労

者の生活の質的向上を目指した事業展開が

行われた。北海道労働金庫（以下、北海道

労金）もこのような社会的背景を通じて設

立された労働金庫であり、1952 年の「炭
労・電産スト」に際しては勤労者に生活資

金を融資した経緯もある。また、83年頃の
いわゆる「サラ金問題」が深刻化した時期

には、全国の労働金庫が統一的に対策キャ

ンペーンを実施。北海道労金も負債整理融

資を活用して同問題に対処した。 
本稿では、北海道労金における多重債務

問題への対応プロセスを概観することで、

地域金融機関は多重債務問題にどのように

対処することが望ましいか、ということを

検討する。 
 

取組みスタンス 

 近年、多重債務問題が深刻化するなか、

北海道の各労働組合は組合員の生活の更生

の観点からその対策を積極的に展開してい

る。こうしたなか、北海道労金は各労働組

合内で行われている多重債務問題への対応

をサポートするという位置づけで、労働組

合の組合員を対象に多重債務問題のカウン

セリング等を行っている。 
多重債務問題の相談は全営業店（34 店

舗）で実施している。ただし、札幌市、函

館市については相談者が多いこともあり、

プライバシー保護の観点から営業店舗外に

「お客様相談室」を設置して対応している。

同相談室は完全予約制を採用しており、来

店者が他者と顔を合わせないように配慮し

ている。相談員の配置については、主要都

・北海道労働金庫（以下、北海道労金）は各労働組合内で行われている多重債務問題への対

応をサポートするという位置づけで、労働組合の組合員を対象に多重債務問題のカウンセリン

グ等を実施している。北海道労金の多重債務問題の相談は全営業店（34 店舗）で実施してい

る。ただし、札幌市、函館市については相談者が多いこともあり、プライバシー保護の観点から

営業店と異なる場所に「お客様相談室」を設置して対応している。 

・負債整理資金融資は、①勤労者を「高利貸しから開放する」という労働金庫設立の原点を具現

化した金融商品であることと、②他の個人ローンと比べて高い利ざやを確保できる、ということを

考慮すれば、他の金融商品とは一線を画しているといえる。ただし、同融資は、①ヒアリングか

ら弁護士等に委任するまでの期間が 2 ヶ月以上かかることがある、②通常の融資案件よりも事

務処理に手間がかかる、などといった課題もある。 
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市（札幌市・函館市）では専任担当者を配

属しているが、その他の営業店では、他の

業務と兼業で対応している。 
 
多重債務相談対応フロー 

 図表１は北海道労金における多重債務の

債務整理フローを表したものである。多重

債務に陥った勤労者は、まず組合役員に相

談を行う。その後、相談者から相談申込を

受けた同労金は、個人情報に関する同意書

等を相談者から徴求し、ヒアリングを実施

する（①、図表１参照、以下同じ）。 
ヒアリングは本人以外にも、本人の同意

を得て配偶者や家族、労働組合の役員の立

会いのもとで行われる。ヒアリングは 1～2
回、2 時間程度実施され、借入先、税金な
どの滞納分などの債務総額が把握される

（②）。ただし、初回で債務のすべてを申告

しない相談者の場合は面接回数が増加する

こともある。 
ヒアリングを基に債務総額の把握が行わ

れれば、相談者のキャッシュフローを勘案

し、無理のない返済可能額を算定して対応

を協議する（③）。ヒアリングと返済可能額

の調査が行われれば、その後の対応を弁護

士や認定司法書士に委任する（④）。 
委任を受けた弁護士等は、各債権者に相

談者の債務の開示請求や受任通知を送付す

る。このようにして相談者の債務金額が確

定すれば、北海道労金は一定期間内に債務

の返済ができるかどうか、を判断する（⑤）。

返済が可能と判断されれば任意整理や負債

整理資融資等で対応する。ただし、ケース

によっては個人民事再生手続きや自己破産

の提案を行うこともある。同融資は、利息

制限法での残高再計算後、無担保で 1,000
万円、有担保で 2,000 万円を限度とし、主
に（社）日本労働者信用基金協会が保証を

行う。 
一方、相談者は消費者金融会社等に受任

通知が送付されること等によって事故情報

記録に登録される。そして事故情報は約 7
年間記録されるともいわれ、その期間は他

の金融機関からの新規借入が困難となるこ

とが少なくない。そこで、北海道労金では

生活が再建された後であっても教育資金な

どの融資を行う

ことで相談者の

生活のサポート

を行っている。

生活指導につい

ては、ヒアリン

グ時点で労働組

合役員などが帯

同しているため、

労働組合が職場

内で実施してい

る。 
現在、北海道

図表１　北海道労金における多重債務の債務整理フロー

資料：北海道労働金庫資料より作成

返済原資≧債務総額

②借入金額
総額の把握

任意整理

③返済可能額
の調査

⑤一定期間内で返済可
能かどうかの調査し判

断

④弁護士・認定
司法書士への委任

個人民事再生手続

①ヒアリング

返済原資＜債務総額

負債整理資金融資 自己破産
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労金における負債整理資金融資の貸倒れ件

数はほとんどない。この要因は、第一に配

偶者や家族、職場等を含めた協力体制を構

築していること、第二に負債整理融資を行

った後も、労働組合等が相談者のサポート

を継続していること、などをあげることが

できる。なお、06年の負債整理融資の実行
件数は約 30件、1億円程度であった。 
 
職員教育と顧客ロイヤリティなど 

 北海道労金では、80年代から多重債務者
向け負債整理資金融資によって多重債務問

題に対応したり、複数の金融機関等から借

入れた延滞していない債務をまとめるプロ

パー融資を商品化してきた。そのため、多

重債務問題への対応については、組織内部

にそのノウハウが蓄積されていることもあ

り、現在は特別な職員教育を行っていない。 
 また、多重債務相談を通じて同労金への

ロイヤリティを高める元相談者も少なくな

い。しかし、なかには、カウンセリング段

階で心のなかに『わだかまり』を生じさせ

る相談者もいるため、担当者には熟練した

スキルが要求されることもある。 
多重債務に陥るきっかけは、生活費、緊

急の医療費のための借入や遊興費による借

入など様々である。ただし、遊興費が原因

の多重債務問題は、再び同問題に陥る傾向

があるとの意見もあった。 
 
負債整理資金融資の特色 

 負債整理資金融資は、①勤労者を「高利

貸しから開放する」という労働金庫設立の

原点を具現化した金融商品であることと、

②他の個人ローンと比べて高い利ざやを確

保できる、ということを考慮すれば、他の

金融商品とは一線を画しているといえる。

ただし、同融資は、①ヒアリングから弁護

士等に委任するまでの期間が 2 ヶ月以上か
かることがある、②通常の融資案件よりも

事務処理に手間がかかる、などといったこ

ともあり、他金融機関が取組む場合の課題

と考えられる。 
さて、最近の負債整理資金融資の動向に

ついては、同融資の審査基準を満たす相談

者が減少している一方で、個人民事再生手

続や自己破産などの法的整理を選択せざる

を得ない相談者が増え、債務総額も増加し

つつある傾向にある。そこで北海道労金で

は、労働組合が主催する学習会等で金融教

育等を実施することで、このような現状に

歯止めをかけようと試みている。 
 
最近の多重債務問題への対応と金融

機関 
07年 4月、金融庁金融審議会金融分科会

が「地域密着型金融の取組みについての評

価と今後の対応について―地域の情報集積

を活用した持続可能なビジネスモデルの確

立を―」を公表した。このなかで金融庁は

金融機関が多重債務問題の解決に一定の役

割を果たすことを期待すると表明し、どの

ように金融機関が対応していくのか、とい

うことが大きな課題となっている。 
最近では多重債務問題の深刻化や上述の

ような流れ等を受けて、「おまとめローン」

や金融教育を展開する金融機関が増加して

いる。 
おまとめローンとは、複数の消費者金融

会社等からの借入を一本化する個人向け借

換ローンであり、同ローンを提供する金融

機関の多くは信販・クレジットカード会社
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等と保証提携を行っていることが大きな特

色である。また、金融教育については、従

来では「金融の仕組み」や「銀行の役割」

といった内容が中心であったが、最近では

多重債務の現状を教える金融機関もある。 
これまで金融機関は、基本的に多重債務

者への融資には極めて慎重な姿勢を示して

きたことを考慮すれば、大きな前進である。

ただし、包括的に多重債務問題の解決を図

るのであれば、北海道労金のような負債整

理資金融資、カウンセリング、金融教育な

どを組み合わせて対応することが重要であ

り、このような解決スキームの広がりが今

後は期待される。 
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企業活動から見た大企業・中小企業間の格差の背景 

南 武志 

 

最近発表される経済指標は、景気は非常

に緩やかながらも拡大局面が継続している

ことを示すものが多い。一方で、大企業と

中小企業の間で企業活動や景況感などに再

び乖離が目立ち始めていることが確認され

るなど、景気拡大の恩恵が日本経済全般に

及んでいるとは言いがたい状況である。以

下では、最近の中小企業活動が低調である

背景について述べてみたい。 

 

わが国の中小企業の現状 

まず、中小企業の定義を明確にしておこ

う。「中小企業基本法」によれば、中小企業

とは、「常用雇用者 300 人以下（卸売業、サ

ービス業は 100 人以下、小売業・飲食店は

50 人以下）、または資本金 3 億円以下（卸

売業は 1 億円以下、小売業、飲食店、サー

ビス業は 5,000 万円以下）の企業」である。

以下では、特に断りのない限り、上記のよ

うな定義によって中小企業を扱うが、後ほ

ど紹介する日銀短観では、04 年 3 月調査以

降、資本金を基準に、大企業（資本金 10 億

円以上）、中堅企業（同 1 億円以上 10 億円

未満）、中小企業（同 2千万円以上 1億円未

満）と区分しており、注意が必要である。 

次に、日本の中小企業の企業数やそれに

従事する従業員数を確認してみよう。中小

企業白書（2007 年度）によれば、企業数ベ

ース（会社数＋個人事業所）での中小企業

の数は、432 万 6,342 社（非 1 次産業、民

営）であり、全体の 99.7％を占めている。

また、従業員数で見ると、2,808 万 6,554

人（同）であり、全体の 71.0％となってい

る。日本の企業のほとんどは中小企業であ

り、しかも民間企業に就業する者の 7 割以

上が中小企業で従事しているということは、

中小企業に関連する問題が、いかに日本経

済にとって重要なテーマであるか、という

ことを示唆するものである。 

なお、製造業に限ってみれば、鋳造、鍛

造、プレス加工、めっき、切削等、もの作

りの基盤（サポーティング・インダストリ

ー）となる技術を有する中小企業は、日本

のものづくりの基本にあるとの評価もされ

るなど、その存在意義について注目する向

きは多い。実際に、大企業などが海外に生

産拠点を移転するに当たっては、部品調達

などのロジスティックスが重要な鍵を握っ

ているために、大企業の海外進出に伴って、

中小企業もまた海外に移転したり、部品を

輸出したりするケースが増えているようで

ある。近年の大企業中心といわれる景気回

復の中でも重要な役割を果たしていること

は間違いない。 

 

中小企業基本法の改正 

このように、中小企業は日本経済の中で

無視しえない位置を占めていたこともあり、

つい最近まで政府は中小企業を保護・育成

してきた。この根拠となるのが冒頭で触れ

た「中小企業基本法」である。中小企業の

監督官庁である中小企業庁は 1948 年に設

立されており、中小企業基本法は 1963 年に

制定された。その後、幾度か微修正が加え
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られた後、1999 年

には中小企業政策

に対する基本理念

の軌道修正といっ

た大きな改正がさ

れている。旧基本法

では「中小企業は大

企業との諸格差を

是正すべく、中小企

業構造の高度化を

はかる」ことが目標

とされていた。しか

し、新基本法では中小企業を新たな成長の

源泉と位置づけ、「独立した中小企業の多様

で活力ある成長発展」が目標とされている。

そして、その政策体系を「経営革新・創業

の促進で、自ら頑張る企業の支援」、「経営

基盤の強化」、「セーフティネットの整備」

の 3本柱としている。 

このように、1990 年代後半に中小企業政

策の理念が変わった背景には、1980 年代に

おける英国や米国での経験があったとされ

る。英米両国は、70 年代初頭の第一次石油

危機以降、長引く景気低迷に悩まされ続け

ていたが、英国では 79 年にサッチャー政権

が、米国では 81 年にレーガン政権がそれぞ

れ発足し、経済立て直しに向けて積極的な

中小企業対策を進めるようになった。その

基本理念は「中小企業の活力こそ経済を救

う」というものであり、中小企業に対する

積極的な評価であった。90 年代以降に景気

低迷に悩む日本でも、中小企業の雇用に対

する役割に対する再評価が行われるように

なり、中小企業は経済の重要な役割を担っ

ているとの考えが強まりつつあった。また、

技術革新に対しても中小企業が果たす役割

が非常に大きいと指摘する意見もある。ま

た、代表的なソフトウェア開発については、

新規創業の中小企業によって作成されたの

は 8割以上にのぼるとの報告もある。 

このように、日本の中小企業政策は、中

小企業のポジティブ面を積極的に評価し、

その中小企業が新たに創業され、健全な市

場競争の下でイノベーションが促進され、

日本経済全体や地域経済の活性化に役立つ

ことが期待されている。 

 

低調な中小企業の企業活動の背景 

しかしながら、90 年代以降、中小企業の

企業活動の低調さは顕著であった。日銀短

観における業況判断 DI（「良い」と回答し

た企業の割合－「悪い」と回答した企業の

割合、％）を見ると、大企業の動きに比べ

て、中小企業の景況感の改善テンポが非常

に遅いことがわかる（図表 1）。特に中小企

業の非製造業においては、公共事業削減に

伴う建設業の低迷の影響は無視できないも

のの、いまだに業況判断 DI がマイナスで推

移するなど、景況感があまり改善していな

い状況である。 

図表1．日銀短観：業種別・規模別の業況判断DI
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1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

大企業・製造業 大企業・非製造業

中小企業・製造業 中小企業・非製造業

（資料）日本銀行　　（注）各系列の最後の値（07年12月）は予測値、それ以外は実績値。
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また、産業連関表から得られる誘発効果

からも、中小企業の活動にとってはあまり

好ましくない環境であったことが示される。

中小企業白書（2007 年版）では、規模別産

業連関表による生産誘発効果を紹介してい

るが、これによれば、大企業に対しては輸

出や民間固定資本形成（民間企業設備投資

など）が、中小企業に対しては民間消費、

公的固定資本形成（公共投資）が、それぞ

れ生産誘発効

果がある、との

分析結果が示

されている（図

表 2）。 

一方、これま

での景気拡大

局面（景気の谷

から景気の山

に至るまで）に

おいて、実質

GDP が増加した

額に対し、実質

GDP の主要な需

要構成項目がどの

程度寄与したかに

ついて見たものを

図表3に示している。

80 年代の景気拡大

局面においては、民

間消費の寄与率が

40％以上となるな

ど、中小企業に対し

て波及効果の高い

需要項目が景気拡

大の牽引役となっ

ていたが、最近では

民間消費の寄与率は低調な状況であり、公

共投資に至っては大幅に減額されている。

一方で、輸出や民間設備投資は 90 年代以降

の景気拡大では主導的な役割を果たしてお

り、両者の寄与率の合計はかなり堅調に推

移している。このことは、90 年代以降の景

気拡大においては大企業の企業活動は刺激

された面が大きい反面、中小企業の活動水

準は低調なものにとどまったことを物語っ

図表2．最終需要項目1単位増加による規模別生産誘発係数（2003年）
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民間最終消費 公的固定資本形成 民間固定資本形成 輸出

中小企業 大企業

（資料）中小企業庁「2003年規模別産業関連表」、中小企業白書（2007年）を基に農中総研が作成

図表3．景気拡大局面におけるGDP構成項目別寄与率

40.3 44.5
33.4 23.2

35.7

42.0 38.3
39.6

43.3
35.4

24.4

8.5 30.4
40.8

59.2

3.5

4.8

-0.9

24.5

-9.7

3.8

-20.5
-31.8

-6.9-5.7

3.2

5.4

2.5

2.4

2.1

-40

-20

0

20

40

60

80

100

120

140

83Q1～85Q2 86Q4～91Q1 93Q4～97Q2 99Q1～00Q4 02Q1～07Q2(直近)

0

1

2

3

4

5

6

民間消費 民間設備投資 輸出等

その他 公共投資 実質成長率（年率、右目盛）

（%pt）

（資料）内閣府資料より農林中金総合研究所作成

（%前年比）

金融市場11月号

16 / 22

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます 農林中金総合研究所



ている。 

そのほか、前節で触れたように、中小企

業の保護・育成をやめ、規制緩和を促進し、

競争を促進させるといった中小企業政策の

転換が 90 年代以降の中小企業、とりわけ非

製造業の収益低迷の遠因になったのではな

いかと指摘する意見（田中（2002）など）

もある。こうした指摘は、今後の経済政策

運営にとって重要な問いかけになる可能性

もあるだろう。 

 

 

以上の分析からは、最近の景気拡大局面

が民間消費の本格的な盛り上がりを欠けて

いたことが中小企業（特に、非製造業）、ひ

いては家計などに景気回復感をそれほども

たらさなかった原因であることが示唆され

る。一部の優良企業の景況感の堅調さやリ

ストラ効果によって達成された企業業績の

好調さだけに注目して景気判断を行い、そ

れを政策運営の前提として用いるのは避け

るべきであろう。中小企業や家計の景況感

改善をもたらすためには、もう一段、名目

成長率を加速させ、賃金上昇などを通じて

民間消費を刺激する必要があるのではない

だろうか。 

人口減少社会となった日本では、女性や

高齢者の労働参加を促す一方で、生産性の

低い分野（中小企業、サービス業など）の

生産性を向上させるべきであるという意見

は根強い。もちろん、今のところは掛け声

だけに留まっているように思われ、肝心な

具体案についてはっきりとしたものが見え

てこないのが実情である。 

9 月には福田内閣が発足したが、小泉政

権以来の改革路線を堅持しつつも、改革の

過程で生じた歪みなどについては、それを

是正していく必要性を強調している。これ

が旧来型の「バラマキ」となってしまうの

か、それとも経済全般のボトムアップにつ

ながるのかは、今後の議論の展開を見極め

なければならないだろう。 
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原油高騰とガソリン価格の地域動向  
～ガソリン高騰を背景に地域間の価格差は縮小傾向～  

木村 俊文 

 

過去最高値に迫る水準 
国際商品市況が上昇を続け、

原油価格（WTI）は 10 月 18 日に

一時 1バレル＝90 ドルを突破し

た（第１図）。こうした石油相場

の急伸を受けて国内石油製品価

格の引き上げが見込まれるが、

本レポートではガソリン価格の

地域動向を見てみたい。 

石油情報センターの調査によ

れば、ガソリンの全国平均店頭

価格（レギュラー、１リットル当たり、消

費税込み、以下同じ）は、07 年 8 月に 146

円となり、同センターが公表を始めた 1987

年以降では、昨年 8～9月につけた 144 円を

更新して過去最高値となった（注）。9 月には

144 円と小反落したものの、週次調査では

10 月に入ってから 3週連続で上昇し、10 月

15 日調査では 144.9 円となった。 

 7～9 月期は 143.7 円であり、前年同期
比＋1.4％と、4～6月期の同＋0.5％から上

昇幅が拡大した。これを都道府県別にみる

と、価格が最も高いのは長崎県（149.3 円）

であり、次いで鹿児島県（148.7 円）、大分

県（148.7 円）、長野県（146.  7 円）、島根
県（146.3 円）となっている。逆に価格が

最も安いのは、茨城県（140.0 円）であり、

国内経済金融 

今月の焦点 

第２図　地域別ガソリン価格（07年7～9月）
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第１図　原油市況とわが国の原油輸入価格
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以下、滋賀県（140.3 円）、栃木県（140.7

円）、埼玉県（141.3 円）、千葉県（141.3 円）

となっている（第２図）。 

 
地域間での価格差の背景 
このようにガソリン価格は地域間でバラ

ツキがあるが、その要因には次のようなこ

とが考えられる。 

第一は、石油精製施設からの輸送コスト

である。国内の製油所は川崎市（神奈川県）

や四日市市（三重県）など全国各地に 30 ヵ

所あるが、離島を含む長崎県や鹿児島県な

どへは輸送コストがかさむことから、他地

域と比べ高くなる。 

第二は、地域内での店舗間競争の度合い

である。地域によっては、安売り業者によ

る安値攻勢が依然として強い地域があるほ

か、セルフ給油所や大型量販店の増加によ

り、店舗間の競争が激しいことから価格が

引き上げられない地域がある。 

ちなみにガソリン価格比較サイト

gogo.gs（http://gogo.gs/）によれば、10

月 23 日時点における、安値ランキング（最

新 3日間、 レギュラーガソリン、店頭表示

価格）の全国トップ

10 には、茨城県鉾

田市（127 円）、青

森県八戸市（127

円）、宮城県亘理郡

山元町（127 円）、

北海道札幌市北区

（128 円）、千葉県

千葉市若葉区（128

円）、愛知県安城市

（129 円）、福井県

坂井市（129 円）な

どの給油所がランクインしており、前述の

都道府県別 7～9 月期ガソリン価格とほぼ

符合する動きを示している。 

このほかガソリン価格は、家計消費に占

めるガソリン消費割合の地域間での違い、

地域内における給油所数や店舗規模（給油

所あたりのガソリン販売量）などによって

も変化し、地域間でバラツキが生まれると

考えられる。たとえば、都道府県別にみた

世帯当たり家計消費に占めるガソリン消費

の割合と、人口 10 万人当たりの給油所数と

の関係には、ガソリン消費の割合が高いほ

ど給油所数が多い傾向がみられる（第３図）。

したがって、給油所数が多くても、価格競

争に陥りにくい地域が存在すると考えられ

る。 

 

地域間での価格差は縮小 
以上のようなガソリン価格の地域間での

バラツキがあるなか、長期的に見てその格

差は拡大しているのだろうか。 

そこで、地域間（47 都道府県）のバラツ

キを把握する指標として、標準偏差と全国

平均値から算出した変動係数（＝地域間の

第３図　47都道府県のガソリン消費と給油所数
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標準偏差÷全国平均価格×

100）で見てみると、その度合

いには経年的な変化が見られ

る（第４図）。 

ガソリン価格は、湾岸戦争を

目前に米国とイラクとの緊張

が高まった 1990 年 11 月に 142

円の高値をつけた後、98 年 5

月には 100 円割れとなり、デフ

レ圧力が高まった 99 年 8 月に

は 95 円の安値となった。こう

したガソリン価格の下落局面において、上

記の変動係数は 90 年代前半には 2～3％台

だったが、96 年 2 月には 7.2％まで上昇し

た。これは地域間の格差が拡大したことを

示している。 

一方、世界的な石油需要の増大や生産余

力の縮小観測などから、ガソリン価格が上

昇局面となった 04 年以降においては、変動

係数が 1.5～2.5％の低水準で推移しており、

地域間の格差は縮小傾向にある。つまり、

ガソリン価格は、下落局面においては地域

の価格競争が弱く高止まりする傾向がある

ことから地域間でのバラツキが拡大するが、

価格上昇局面においては石油元売り各社か

らの値上げ等を契機に店頭価格が一斉に引

き上げられるため地域間のバラツキは解消

されると考えられる。 

わが国の石油精製・元売り会社の団体で

ある石油連盟は 10 月 17 日、11 月に出荷す

るガソリンの原油調達コストが前月に比べ

て１リットル当たり4円80銭上昇する見通

しを表明した。これを受けて元売り各社が

11 月のガソリン卸売価格を前月よりも 5～

6 円引き上げるとみられ、ガソリンの店頭

価格は 8 月につけた最高値を更新すること

が確実視されている。 

先行きガソリン価格高騰にともなって、

個人消費の面では、消費者心理が悪化する

とともにガソリン以外の他品目の消費が抑

制されるなどの悪影響が懸念される。 

しかしながら、ここで用いた変動係数は、

ガソリン価格の上昇によりさらに低下する

ことが想定され、地域間での価格差は先行

きも縮小する方向に進む可能性が高いだろ

う。 

 

                                                  
（注） ただし、石油情報センターが公表を開始する以前
には、第二次オイルショック後の 1982年にレギュラーガ
ソリンで 160～170円台をつけた時期がある。 

第４図　全国ガソリン価格と地域差
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海外の話題  

 

 
香港の空は白？黄色？青？ 

－最近の香港大気汚染等環境問題見聞― 
 
 

農林中央金庫 香港駐在員事務所長 松 尾  章 

 

昨年と違い今年の香港の空はだいぶ明るい日が多い。今年４月中旬、小生が昨年着任以来「香港

にもこんなきれいな空があったの？」と思わず周りの日本人、香港人に聞いたくらい本当に澄んだ

青空を見ることができた。翌日の朝刊は地元紙をはじめ経済中心の英字新聞（South China MP）で

さえも１面トップに写真付で報道していたくらいだ。 

昨年来、香港の環境問題については中国同様に、世界の世論から厳しい目が注がれてきた。香港

に在住する投資銀行の従業員が家族ともども香港からシンガポールへ避難しているとか（⇒これに

は、シンガポール住宅事情悪化の一因という副産物が付いてきた。）、香港に着任するインセンティ

ブ料として給料に健康手当てを上乗せするとか、米国ビジネスマンの間では環境の悪さから香港赴

任が不人気である、などの調査結果もあり、特に欧米系企業からの反応が大きかったようだ。 

香港政庁も大気汚染にかかる各種対策に懸命に努力しているようだ。例えば、公道に排気ガス観

測機を設置し規制基準観測を始めたし、官庁他公共交通機関の冷房設定温度を 25.5 度に上げるなど

している。更には、基準大気汚染指数をもとに、繁華街（銅羅灣や中環）への車両乗入れ禁止措置

や学校休校措置を議会に諮問している。また昨年 11 月下旬には、香港総商会（日本でいうところの

「日経連」）主催の「Business for Clear Air」なるカンファレンスが開催されたが、民間レベルで

も香港総商会が中心となって「クリーン・エアー憲章」（賛同企業は、環境アセスメント実施と省エ

ネ目標設定およびそのモニタリング実施が義務付けられる。）の推進啓蒙活動を行っている。ここに

は香港行政長官（ドナルドツァン）も出席したわけだが、主催者側の意に反して香港の大気汚染濃

度は東京やソウルと変わらず、平均寿命も日本と肩を並べる長寿都市であると述べるなど自己弁護

を交えて憲章参画を呼びかけた。 

今回の相対的にクリアな空はその後７月まで続き、香港政庁もこれまでの政府対策の努力によっ

てもたらされた結果だと胸を張ってコメントしていたようだが、実際のところは主要な香港の大気

汚染元凶はご案内のとおり大陸（広東省）の存在が大きい。この数ヶ月香港上空の風向きが北西向
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きで香港自身の汚染も含めて大陸のほうへ押しやったというのが真相のようだ。小生が昨年香港へ

着任した頃は、天気は良くても白い不透明なスモッグが漂う視界の悪い状況が毎日のように続いた

し、夜も期待はずれの不鮮明な夜景を見ながらこれが普段の香港の空かと思ったものだ。今回、香

港の空の変化を体験して改めて環境問題に関心を持った次第である。 

関心を持ち始めるといろいろと見えてくるもので、最後に最近の広東省気象局発表の環境に関す

る気になった話題を２つお伝えしたい。一つは、広州の第 1四半期の雨は 100%酸性雨でしかも ph4

の酢よりも酸っぱい ph3.8 だったということ。もう一つは、地球温暖化分析の結果、早くて 2030

年、遅くとも 2050 年には珠江デルタの一部、香港の中でも海鮮料理の美味しいラマ島の一部、同じ

く海鮮料理のメッカ西貢などが海の中に沈むという衝撃的なものであったこと。こうならないよう

に願いたいものだ。 

 

 


